
 
 
2005 年 1 月 28 日（於：池田市民文化会館） 

関西三空港時代における大阪国際空港 

空港活性協 2005  ① 地域活性化フォーラム 

            

はじめに 

 目的：素朴な疑問に答えながら関西三空港問題を考え、これまでの反省に立って

若干の政策提言を行う。 

Ⅰ 大阪国際空港は廃止すべきか？―― 関西圏に三空港は多すぎるか？ 

① 空港容量                       （単位：万回） 

地域 空 港 年間発着回数 平成14年実績 将来計画 

関 西 １６   １１．１ ２３   

伊 丹 １３．５ １０．５  

神 戸   ２   
関西圏 

計 ２９．５ ２１．６ *３８．５ 

成 田 ２０   １６．４  

羽 田 ２８．５ ２８．３ ４０．７ 首都圏 

計 ４８．５ ４４．７ ６０．７ 

中部圏 小牧／中部  １１．９ ？ 

仁 川 ２４   １２．６ ５３   

金 浦  １３．５  韓 国 

計 ３７．５  ６６．５ 

浦 東 １２．６ ８．２ ３２   

虹 橋  １１．８  上 海 

計 ２４．４  ４３．８ 

香 港 ﾁｪｸ･ﾗｯﾌﾟ･ｺｯｸ ３７．６ ２０．８  

シンガポール チャンギ ３４   １９    

JFK  ２８．８  

ニューアーク  ４０．６  

ラガーディア  ３６．２  
ＮＹＣ 

計  １０５．６  

マルペンサ  ２１．５  

リナーテ  １１    ミラノ 

計  ３２．５  

*ジェット枠 50の削減

高橋 望（関西大学教授）

 基 調 講 演   
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② 航空需要（旅客数は開港前の平成 5 年度から平成 14 年度の間に 1.48 倍。全国

は 1.37 倍）                      （単位：万人） 

∴関空が開港以来、それまで騒音問題で潜在化していた関西圏の航空需要が顕在化し

た（関空１本の滑走路で関西圏の航空需要に対処不可能[伊丹は２本]）。 

→伊丹の廃止は新幹線等の代替交通機関への転移による旅行の総犠牲量（運賃＋時間

費用）の増大、あるいは旅行の取り止めによる経済的損失が大きい。 

 

年度 空港 国内 国際 計 

平成 5年度 伊 丹 １８２７ ５３４ ２３６１ 

伊 丹 １５４６ ２４５ １７９１ 

関 空 ４５３ ４２６ ８７９ 平成 6年度 

計   ２６７０ 

伊 丹 １２８０   

関 空 ７９４ ９３７ １７３１ 平成 7年度 

計   ３０１１ 

伊 丹 １３１９   

関 空 ８２９ １０９４ １９２３ 平成 8年度 

計   ３２４２ 

伊 丹 １５１２   

関 空 ７８４ １１４４ １９２８ 平成 10年度 

計   ３４４０ 

伊 丹 １６２３   

関 空 ７７３ １２８５ ２０５８ 平成 12年度 

計   ３６８１ 

伊 丹 １８０６   

関 空 ６４８ １０４４ １６９２ 平成 14年度 

計   ３４９８ 
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Ⅱ 関西三空港の役割分担はどうあるべきか？――関西国際空港の国内線の役割 

① 交通政策審議会航空分科会答申（平成 14年 12 月 6日）： 

1) 大阪国際空港＝関西圏における国内線の基幹空港 

2) 関西国際空港＝関西圏や西日本を中心とする国際拠点空港 

3) 神戸空港＝神戸市及びその周辺の国内航空需要に対応する地方空港 

② 大阪国際空港騒音対策協議会会長宛の運輸省航空局長書簡（平成 5年 11 月 26 日）： 

1）大阪国際空港＝概ね千㎞未満の中短距離国内線(平成 12 年航空法改正で無

意味) 

2）関西国際空港＝国際線及び概ね千㎞以上の長距離国内線 

③ 諸外国の事例： 

韓 国＝仁川は国際線全方面及び国内接続路線、金浦は国内線 

ＮＹＣ＝JFK は国際線（全方面）・国内線半々､ﾆｭ-ｱ-ｸは国内線主体（国際線は

米州・欧州方面）、ﾗｶﾞ-ﾃﾞｨｱは 1500 マイル以内の国内線とﾃﾞﾝﾊﾞ-及び

ﾌﾟﾚｸﾘｱﾝｽ施設のあるｶﾅﾀﾞ 3 都市のみ 

ミラノ＝ﾏﾙﾍﾟﾝｻは国際線及び国内線、ﾘﾅ-ﾃは国内線と欧州経済領域内線のみ 

④ 関空の内際ハブ機能を果たすための乗り継ぎ国内線 

：国際線あっての国内線であり、国際線の乗り入れ都市と便数、とりわけ関空の

みに発着する路線を増大させて関空の利便性を高めることで国内線は自ずと増

える。関西圏で唯一国際定期便が就航する関空は、着陸料単価が高い国際線を

優先して営業努力すべき。何より国内線に便利な日中の発着枠の余裕はあるの

か？ 

∴伊丹と関空は、存続協定の精神からして本来は補完（共存）関係で捉えるべき

で、国内線をシフトさせるといった代替（競合）関係ではない。 
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Ⅲ 大阪国際空港は格下げすべきか？ 

① 空港整備法（昭和 31年制定）による空港種別と設置・管理者、国の整備費負担率： 

・ 第一種空港：国際航空路線に必要な飛行場 

        国土交通大臣が設置し管理する（羽田・伊丹）、成田国際空港

株式会社が設置し管理する（成田）、関西国際空港株式会社が

設置し管理する［基本施設・附帯施設とも 100％］ 

・ 第二種空港：主要な国内航空路線に必要な飛行場 

      Ａ：国土交通大臣が設置し管理する［基本 2/3、附帯 100％］ 

      Ｂ：国土交通大臣が設置し地方公共団体が管理［基本・附帯とも

55％］ 

・ 第三種空港：地方的な航空輸送を確保するために必要な飛行場 

        地方公共団体が設置し管理する［基本 50％・附帯 50％以内の

補助］ 

② 国際定期便の就航する各種空港の着陸回数に占める国際便比率(2002 年)： 

・ 第一種空港：成田（94％）、関空（57％）、羽田（0.7％）、（伊丹（0.002％））。 

・ 第二種空港Ａ：新千歳（5％）、函館（4％）、仙台（7％）、新潟（8％）、名 

      古屋（18％）、広島（12％）、高松（3％）、松山（2％）、福岡

（10％）、長崎（1％）、大分（3％）、宮崎（1％）、鹿児島（1％）、

那覇（3％）。 

Ｂ：秋田（3％）。 

・ 第三種空港：青森（3％）、福島（8％）、富山（9％）、岡山（10％）。 

・ 供用飛行場：小松（5％）、美保（米子：5％）。 

→国際定期便が乗り入れるあるいはその比率が高いことが第一種空港の必要十

分条件ではない。 
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1） 大阪国際空港の存続及び同空港の運用等に関する協定（平成 2年 12 月 3日） 

：「本空港については、関西国際空港開港後も運輸大臣が直轄で管理・運営す

る国内線の基幹空港とし、関西国際空港との適切な機能分担を図る･･･」 

2） 騒音費用は発生原因者が費用負担すべきであり、着陸料水準の値上げは妥当。 

3） 地元の費用負担を主張するなら収入も地元に帰属すべき（現行では二種Ｂ？） 

  

∴空港整備法の空港種別と費用負担比率が現状にそぐわない。 

：国の負担率が高いため空港整備が陳情の対象になりやすく、大都市圏の拠点空港

よりも地方空港の整備が優先された 

 ＝空港整備政策の失敗・空港整備制度の欠陥 

（端的な例が平成 3年運輸政策審議会答申による「地方空港の国際化」） 

→大阪国際空港格下げ問題の議論の過程で空港整備法の見直しが行われるのであ

れば奇貨とすべきかもしれない 

 

Ⅳ 大阪国際空港周辺地域の騒音値上昇の真の原因は何か？ 

：騒音値(WECPNL)算定法が予め定められている中で国土交通省が騒音規制よりも

経済的規制の緩和（平成 12年 6月の改正航空法の施行）を優先させた。 

 ＝路線参入の自由化・使用機材の自由化により、航空各社は競争の激化した市場環

境に適合すべく伊丹の機能強化を図った 

 →平成 5 年の航空局長書簡に忠実に従った機能分担及び大型機の使用規制を継続

すると騒音悪化は生じなかった 

 ：平成 13年当時の関空の発着回数は 12.3 万回で日中は処理能力の限界に近く、国

内線よりも国際線の増便を優先したため、伊丹がそれを補完した 
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Ⅴ 関西国際空港会社の経営問題とは何か？ 

① 空港における市場の失敗 

：投資懐妊期間が長期に及び、施設に非分割性がないことからテロや SARS とい

った空港経営体のコントロ－ルの及ばない外生的要因に起因する需要減退に

よって発着回数当たりの単位費用の上昇を招く（容量限度までは費用が逓減） 

  ＝関空会社の経営問題は個別関空の問題ではなく、空港固有の問題 

  →空港民営化は世界の潮流だが、建設から民間企業が行ったものはない 

  ∴経済的特性から市場の失敗が生じる下物の建設を民間企業が担当する一期の

スキ－ムでは金融費用(借入金の返済とその利子)負担が固定的で過重 

  →下物の建設と上物の経営について上下分離が妥当 

② 我が国国際空港の国際コスト競争力―民営化空港は黒字であればよいのか？― 

 ：近隣アジア諸国の大規模国際空港の整備と国際ハブ空港をめぐる競争 

 →経済のグロ－バル化と国際航空ビジネスのグロ－バル・アライアンスの進展を

前提にするとアジアのゲ－トウェイ空港を目指すべき（神戸港の凋落） 

 ∴戦略的基礎構造としての国際空港を整備するという政策理念の確立が必要 

 

Ⅵ 国内線の関空シフトは全体利益となるか？――若干の懸念 

① 伊丹の機能縮小は空港整備特別会計の歳入規模を縮小させる 

② 伊丹と関空の国内線の機能が異なることから、伊丹の機能縮小は全国の航空需

要の規模を縮小させ、乗り入れ相手地域の経済に悪影響を及ぼす 

③ 関西圏の航空需要構造を考えると、伊丹の国内線旅客は関空へシフトするとは

限らない 

④ 行政指導による国内線シフトは規制緩和時代において許認可官庁から政策官庁

に脱皮を図る国土交通省に相応しくない 
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⑤ 官頼みで伊丹の国内線を関空にシフトさせようとするのは、関西圏が複数の空

港を持て余し、地元では調整できなかったとの誤解を全国の他の地域に与えて

しまう 

∴ 全体利益にならない（伊丹の騒音軽減・関空の経営改善を図ったはずだが合成

の誤謬が生じているのではないか） 

 

Ⅶ 地元の責任とは何か？ 

① 騒音対策費用の内部化（地元でしか解決できない問題） 

② 役割分担をめぐる地元の意見調整（空港の機能と性格の規定という作業自体

はあくまで国土交通省の管轄） 

③ 空港を活かした街づくりの努力（既得権益を守るのではなく将来指向的発想） 

④ 空港自体の積極的活用策の検討と提言（プロペラ枠、関空と差別化した定期

便以外の国際線） 

⑤ 他地域に対する説明責任 

 

結びに代えて――まとめと若干の政策提言 

・ 大阪国際空港を関西国際空港二期事業の人身御供にしてはならない 

 ↓ 

反省① 大阪国際空港を環境制約の中で活用するという努力に欠けた（国際チャー

ター便・ビジネスジェット便に賭ける神戸空港） 

  ② 関空開港時の良質的危機感はどこに？（乗り入れ先地域との交流） 

③ 関空は競合相手ではなく補完パ－トナ－であるとの認識（相互利他） 
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  ④ 積極的な政策メニユーの提言を（過去の経緯・言質、正論だけでは事情の

変化にあって必ずしも説得的でない） 

  ⑤ 全国的視点を忘れずに（公共事業の効率的投資と空港整備の地域間公平性） 

∴伊丹と関空の統合化（経営一体化）を視野に入れるべき時期にきている 

＝国際空港の上下分離も同時に検討すべき 
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